
2023年7月4日（火）第三種郵便物認可4

■海運・不動産とも環境激変

　―　新中期経営計画の策定

に当たって特に注目した外部環境

についてうかがいたい。

　「この３年間で随分と環境が変わ

った。新中計策定に当たり前中計

をレビューし、足元の課題を確認

する作業から進めたが、最も大き

な影響を及ぼしたのがコロナ禍と

ロシアによるウクライナ侵攻。ウク

ライナ危機によって海上物流に大

きな変化が生じ、不透明感から先

を見通すのが難しくなり、資材な

どのインフレが重く圧し掛かる上

に、脱炭素化が加速し始めた。不

動産業においては、コロナ禍でリ

モートワークが増え、オフィス需

要が大きく変化した。当社が事業

の柱とする海運業、不動産業とも

に事業環境が大きく変わり、投資

環境も変化していることに加え、

当社においても働き方に多様性が

出てきた。今後どのような会社に

していくのか、という株主からの問

いかけも意識しながら、会社が一

丸となって運営できる経営計画を

策定していこうと考え、今回の中

計は策定手法を変えた。従来は主

に営業部門の意見を経営企画部門

がまとめることで策定していたが、

今回は管理部門の意見も聞き、さ

らには投資家など外部の視線も踏

まえて中計を組み立てていった」

　―　外部環境が変化する中

で、飯野海運グループはどのよう

な企業体を目指すのか。

　「われわれが社会に提供できる

価値は、海運業、不動産業ともに

『サービス』であると思っている。

このため船舶管理、ビル管理を通

じた安全確保が非常に重要だと認

識している。今回、企業理念の体

系を改めて整理したが（企業理念

『安全の確保を最優先に、人々の

想いを繋ぎ、より豊かな未来を築

飯野海運、新中期経営計画が始動
■

きます』）、以前から当社は安全を

社業の基盤としている。今回それ

を改めて確認したことは最大のポ

イントであるし、そこは当社の強

みとしてこれからも実践していく。

また、当社の海運業の主軸となる

ケミカル船や、今後伸ばしていき

たいガス船のような、難易度の高

い船の管理・運航のノウハウを強

みとして拡充していきたい」

　―　重点的に取り組みたい課

題は。

　「最大の課題は変動する市況へ

の耐性をいかに高めていくか。そ

のためには安定収益基盤の拡大と、

リスクの最小化が必要になる。ま

た、インフレは待ったなしであり、

競争力を高めるにはコスト管理も

重要になる。さらに、加速する脱

炭素化の動きへの対応は必須だ」

　「今回の中計では、事業ポート

フォリオ経営の推進を重点戦略の

１つに設定した。最適な分野に資

金と人材を投入していく。特に成

長が見込める事業、新規事業への

投資を進め、技術の取り込みも積

極的に行いたい。スタートアップ

企業との協働も始めていることに

加え、６月には海事関連ファンド

への出資も決定した」

■主力事業、ステンレス船で差別化

　―　中長期的な事業ポートフ

ォリオをどう描いているか。

　「今回の中計で、『主力事業』『成

　飯野海運は2023年度から25年度までの３カ年のグループ中期経営計画「The Adventure to 

Our Sustainable Future」をスタートさせた。その名称には、過去最高益となった前期を経て、

予測不可能な時代の中で果敢に挑戦し今期から再出発するという思いが込められている。新

中計はポートフォリオ経営とカーボンニュートラルへの挑戦がテーマ。新中計の始動とともに

今年４月から同社を率いる大谷祐介社長は投資方針について、「特に成長が見込める事業、新

規の事業への投資を進め、技術の取り込みも積極的に行いたい」と語る。

成長・新規事業に投資厚く、技術導入も積極化

     (この項、7ページに続く）

◎インタビュー
大谷祐介社長

「当社の価値はサービスにあり」
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長・新規事業』『安定・成熟事業』

に分けて事業ポートフォリオ構成

（資産構成比率）を示した。2022

年度末時点でケミカル船や不動産

業など現在の主力事業と安定・成

熟事業の割合が過半となっている

のを、30年度末に向けて成長・新

規事業を伸ばしていく。成長・新

規事業がやがて主力事業に移行す

ることで、30年度末には、主力事

業と安定・成熟事業が全体のかな

りの部分を占める計画だ。ただし、

30年度で新規事業への取り組みが

終わるわけではない。新たなイノ

ベーションによってさらに広がっ

ていくであろう新規事業を再び主

力事業に育てていく取り組みを繰

り返していく考えだ」

　―　海運業の各分野の中長

期的なマーケット見通しとそれを

踏まえた取り組みは。

　「主力事業として位置付けるケミ

カル船は、ウクライナ危機の動向

次第で状況は大きく変わってくる

だろうが、この問題は早期に終結

しそうにない。市況は22年度ほど

でなくても、ある程度高い水準が

維持されると予想している。中国

経済も長い目でみると改善してく

る。ＧＤＰの伸長と関連性が高い

基礎化学品などは人が活動する上

で必要なものであり、荷動きは底

堅い。一方で船腹量は、どの新燃

料を選択するかの答えが未だ出て

おらず、少なくとも25年頃まで新

造船の流入量は限定的となる状況

が続くだろう。特に当社が主力と

する３万5000重量トン型などの大

型船は新造船が少なく、マーケッ

トが大きく崩れることはないと見

ている。従って、当社は従来通り

ステンレスタンクを搭載したケミ

カル船（ステンレス船）の船隊を

維持することで差別化を進める。

また、インフレや環境対応で上昇

していくコストを反映した契約の

更改、新規契約の獲得を目指す」

　―　ケミカル船は１年程度の

ＣＯＡ（数量輸送契約）とスポッ

ト輸送が中心のビジネス。その中

で事業の安定性を高める方

策は。

　「足元は市況が良いが、

運賃は変動する。当社はＣ

ＯＡとスポットの割合が約

７：３となっており、市況

が良いからといってスポッ

トを大きく増やしていくこ

とは考えていない。ステン

レス船でしか運べない貨物

を集荷していくことが市況耐性の

強化につながり、プロダクト船市

況の低迷時にＭＲ型プロダクト船

がケミカル市場に流入しても、影

響を減らすことができる。ＣＯＡに

関しては、市況が良い時に極力１

年ではなく複数年の契約を結ぶこ

とも市況耐性の強化につながる」

■あらゆるガス船に注目

　―　成長事業として外航ガス

船を強化する。

　「外航ガス船は、現時点でも安

定的な契約を獲得できているが、

さらに伸ばしていく。二元燃料と

して確立されているＬＮＧ、ＬＰ

Ｇに加え、今後はアンモニアや水

素などのガス体燃料の需要がさま

ざまな船種で出てくる。環境問題

への対応で化石燃料需要が減少し

ていく中、ビジネスチャンスとな

るのはガス分野だと考えている。

当社は従来から、大型から小型ま

での各種船型でガス輸送に取り組

み、ノウハウを蓄積してきた。そ

れを強みとして伸ばしていく。当

社規模ではＬＮＧ船のような高額

船への投資をどんどん行うことは

難しいが、ガス輸送に用いられる

船について、極力広範な船種で、

船型も大型・中型・小型を含めて

幅広く取り組むとともに、貨物・

顧客の多様化も図っていく」

　―　顧客の多様化について

は、近年、欧州のエネルギー大手

エクイノールや大手石化メーカー

のボレアリスと大型ＬＰＧ船（Ｖ

ＬＧＣ）、また、化学品大手イネオ

スと大型液化エタン船（ＶＬＥＣ）

の契約を締結した。欧州の用船者

との新規契約が目立つ。

　「石油化学製品の原料を原油・

ナフサから環境に優しいガスに変

更する企業が欧州で増えており、

パイプラインで輸送できないもの

は海上輸送の需要が生じる。原料

輸送のみならず、生産された石油

化学製品の輸送でわれわれが得意

とするケミカル船が接点を持てる

可能性もあり、多角的なアプロー

チを取る戦略で進める。グローバ

ル事業を拡張するために、欧州で

はロンドンに社員を配置してアン

テナを張っている」

　―　安定・成熟事業として位

置付けているＶＬＣＣなどの油槽

船と、主力事業としているドライ

バルク船の事業はどのように進め

るか。

　「石油や石炭は化石燃料の中で

今後海上輸送量が減っていくこと

が想定される。もちろん物流が完

全に無くなることはないので、今

後も輸送需要に対応していきたい。

ただ、これまでどおりの輸送をし

ているだけでは脱炭素に資するこ

とはできない。顧客とともに環境対

応船へ入れ替えていくことが、こ

の分野の最大のミッションになる」

■次期中計への仕込みの時期

　―　中計で船隊規模の目標を

示していないようだが。

　「従来の中計は投資額、隻数と

もにある程度予測可能な状態で策

定することができたが、今は造船

所の船台が先まで埋まっており、

     (この項、9ページに続く）
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船価も高騰している。また、燃料

が何になるかも不透明であり、投

資を進めにくい状況だ。今回の中

計期間（23 ～ 25年度）は26年度

以降の次期中計に向けた仕込みの

時期として位置付けた。26年度以

降の船台は各事業部門が交渉して

いる最中だが、今中計期間の竣工

で発注することは困難なので、今

中計では船隊規模の計画を明示し

なかった」

　―　少し先の未来は、飯野海

運の船隊構成に占めるガス船の割

合は増えていくのか。

　「これまでのようにＬＰＧのプロ

パンやブタンのみならず、ＣＯ２（二

酸化炭素）、アンモニア、エタンと

いった多様な貨物を扱うビジネス

がおそらく増えていくので、それ

に対応することでガス船隊が拡大

していくことを期待している」

　「また、ケミカル船は、隻数が

多く船隊を維持するだけでも投資

額が大きくなるのでビジネスの状

況にもよるが、現状の船隊規模の

維持・拡大を目指す。油槽船やド

ライバルク船は先ほど述べたよう

に、既存船隊を環境性能の高い船

へと更新していくことが最大の課

題。石炭や石油など現時点でこの

分野の主流となっている貨物が今

後どのような荷動きになっていく

かを踏まえ、リスクがない範囲で

どのように船隊を維持・拡張して

いくかを考えたい」

　―　船種別のゼロエミッショ

ンへの道筋や、注目する技術は。

　「脱炭素に向けた船舶燃料の技

術革新は少し先にあるという前提

で、それに至る手前の段階におい

てはバイオ燃料や風力推進といっ

た、足元で導入できるＣＯ２削減策

を取り入れていく。当社の船隊は

ケミカル船、ドライバルク船とも

に小型の船が多く、特に自主運航

船ではＬＮＧ・ＬＰＧ・メタノール

などで二元燃料化するという判断

は現時点ではしにくく、船価も高

額になる。このため、まずはエタ

ン焚きのＶＬＥＣやＬＰＧ焚きの

ＶＬＧＣに取り組み、今後はでき

ればＶＬＣＣ、パナマックスといっ

た大型船に二元燃料、次世代燃料

を導入していく。大型船でノウハ

ウや知見を得た上で、次にケミカ

ル船やハンディサイズなど小型の

船へ展開していきたい。ＩＭＯ（国

際海事機関）で温室効果ガス（Ｇ

ＨＧ）削減戦略の見直しなどが検

討されており、目標の達成時期が

前倒しになる可能性もある。その

動向を踏まえてロードマップを見

直すことを前提としている」

■人的資本の取り組み強化

　―　成長の見込める地域とし

て、特にアジア、中東、欧州での

事業拡張を進める計画を示してい

る。前期までにロンドン、ドバイ

の拠点を拡充したが、海外拠点の

整備は済んだのか。

　「現時点の拠点だけがすべてで

はないと考えている。最近不動産

事業を開始した米国は従来から拠

点を置くヒューストンだけが米国

ではないし、欧州もロンドンだけ

が欧州ではない。アジアの海外拠

点はシンガポールが中心だが、ケ

ミカル船だけではなく他の船種に

よる事業展開も考えると、シンガ

ポールだけでよいのかどうかも検

討課題。今後どこに経営資源を投

入していくかを考える中で、人員

配置も検討していく。既存拠点の

人員を増強していくのか、拠点の

分散を図って機能を高めていくの

か。検討していきたい」

　―　人的資本の取り組みも強

化する。

　「2030年に向けて当社グループ

が目指すところを示した『IINO 

VISION for 2030』で、時代の要

請に応え、自由な発想で進化し続

ける独立系グローバル企業グルー

プを目指すことを謳っている。そ

の実現には適した人材がいなけれ

ば成り立たないので、中計に人的

資本への取り組みを明確に入れ

た。人的資本強化のＫＰＩの１つ

に海外短期研修・海外駐在経験

者の増加目標を定めた。若い社員

も、例えばロンドンで半分研修、

半分仕事といった働き方をするよ

うなことも可能ではないか」

　―　どのような人材を求めて

いるか。

　「元気で朗らかな人は顧客から

も好かれると思う。若い人は語学

力のある人も多い。そのような素

養のある人材に入っていただき、

採用したからにはその人材をうま

く生かせる環境を整え、教育して

いきたい。海運業、不動産業とも

に、船や海、建築物が好きという

ような、なにかやりがいを見つけ

活躍してほしい」

　―　造船・舶用など業界内や

スタートアップなど業界外との連

携の考え方は。

　「戦略投資として中計期間に100

億円の投資を計画する。デジタル

トランスフォーメーション（ＤＸ）

や人的資本への投資を加速し、本

業の競争力を上げる。また、再生

可能エネルギーや事業間でシナ

ジーが見込める新規事業、スター

トアップへの投資も考えていきた

い。既にシリコンバレーのスター

トアップ企業ベアリング社（Bear-

ing, Inc.）と協業し、ＡＩ（人工

知能）を活用したＣＯ２排出量予

測管理を開始した。この取り組み

を第一弾として、スタートアップ

と連携した船員管理分野や市場動

向調査分野などの取り組みを進め

たい。今年６月には各々イスラエ

ル拠点と米国拠点の海事ベンチャ

ーキャピタル２社が運用管理する

ファンドへの出資を決定している」

　「また、当社の船隊は小型船が

多いので、それに適した次世代燃

料のエンジン、船型について造船

所と設計などを検討している。次

世代船は当社だけの悩みではない

はずだし、小型船を建造の中心と

する造船所も解決していかなけれ

ばならない課題だろう。造船所や

舶用メーカーと協働して取り組ん

でいきたい」
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　飯野海運は海運業と不動産業

という２つの事業の柱を備えた独

立企業だ。海運業では資源・エ

ネルギー輸送を幅広く展開する。

2023年３月末時点の船隊はＶＬ

ＣＣ４隻、ケミカル船37隻、大型

ガス船８隻（ＬＰＧ船７隻、ＬＮ

Ｇ船１隻）、ドライバルク船20隻、

小型ガス船24隻（ＬＰＧ船22隻、

ＬＮＧ船１隻、溶融硫黄船１隻）

の計93隻。大型ＬＮＧ船は社船１

隻以外に出資先会社で24隻を共

同保有または用船している。

　大谷社長が「当社の価値はサ

ービスにある」と語るように、そ

の基盤となる安全運航をインハウ

スの船舶管理体制が支えている。

　飯野海運は新中計で、市況変

動の大きい海運業と市況変動が相

対的に小さい不動産業を組み合

わせる両輪経営のビジネスモデル

「IINO MODEL」を基盤とした事業

ポートフォリオ経営による持続的

な成長と、脱炭素社会の実現など

のマテリアリティ（サステナビリ

ティ重要課題）の克服を両立させ

る施策を進める。

　前期までの利益の蓄積で強固に

なった財務基盤を基に、投資額は

３年間で約1000億円。前中計と比

べると２倍以上の規模になる。事

業をその位置づけによって「成長・

新規事業」（外航ガス船、戦略投

資）、「主力事業」（ケミカル船、ド

ライバルク船）、「安定・成熟事業」

（油槽船、内航・近海ガス船、不

動産）に分け、それぞれの事業方

針と投資額を設定した。成長性や

マテリアリティとの関連度の高い

成長・新規事業を中心に効率的に

配分し、持続的な成長を実現でき

る最適な事業ポートフォリオの構

築を目指す考えだ。

　新中計期間は25年度までの３年

間だが、その先も見据えている。

26 ～ 30年度は、主力事業で次世

代燃料船の代替投資を実行し、競

争優位性を盤石化。外航ガス船を

主力事業へと育て上げ、ケミカル

船に並ぶ海運業の柱に成長させる

計画だ。

　外航ガス船事業は近年、飯野

海運の新たな取り組みが目立つ分

野。21年に三井物産と新造アンモ

ニア運搬船１隻を対象に用船契約

を締結し、アンモニア輸送に17年

以来の再参入を果たした。この契

約に投入するのは現代尾浦造船

で建造する２万3000㎥型で、来年

１月に竣工する予定だ。また、大

型液化エタン船（ＶＬＥＣ）事業

に新規参入した。25年と26年に現

代重工業で竣工予定の２隻を対象

中計３年間の投資額1000 億円

     (この項、12ページに続く）
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に化学品メーカーの

イネオスと用船契約

を締結し、米国積み

のエタン輸送に従事

する。従来から強み

を持つ大型ＬＰＧ船

（ＶＬＧＣ）も欧州の

エクイノールとボレ

アリスが新たな顧客

に加わった。

　飯野海運は1960

年に日本初の加圧式

内航ＬＰＧ船、1963

年に外航ＬＰＧ船による輸送サー

ビスを開始して以来、60年以上に

わたり液化ガス輸送事業を展開し

てきた。本体による外航事業だけ

でなく、グループ会社のイイノガ

ストランスポートを通じて内航・

近海事業も展開している。同社グ

ループのガス船隊は高圧式、セ

ミレフ式、冷凍式などさまざまな

タイプがあり、貨物も多岐にわた

る。アンモニア運搬船への再参

入、ＶＬＥＣへの参入などで、取

り組む船型、顧客層を一段と広げ

た格好だ。

　新中計ではこれまで培った強み

を生かして、外航ガス船事業を成

長・新規分野として、船型を問わ

ず積極的に投資を進め、安定収益

を拡大していく。

　従来から主力のケミカル船やド

ライバルク船、安定・成熟した油

槽船、そして拡大を進めるガス船。

資源・エネルギー分野で飯野海

運が複数の船種に分散投資するの

は、海運市況は周期的に変動する

ことを踏まえ、市況変動のリスク

を軽減するためだ。また、船種が

異なっても共通する荷主は多い。

さまざまな輸送需要に応えること

でシナジーも期待できる。

事業別の運営方針

対象事業 主要戦略 投資額

外航ガス船
・積極投資で安定収益拡大
・液化ガス貨物管理ノウハウの一層の高度化
・中小型船型への営業強化

400億円

戦略投資
・本業の競争力向上のための投資
・シナジーがある新規事業への取り組み

100億円

ケミカル船
・ステンレス船隊の強みを生かした差別化営業
・物流変化に機敏に対応できる人員・組織体制の確立

ドライバルク船
・主要荷主へのCO2削減に向けた提案力の強化
・柔軟な船隊構成を継続し市況リスクを管理

油槽船
・本邦石油会社との協働で環境対応船への資産入れ替え
・高品質なサービスを継続し既存船の付加価値を向上

内航・近海ガス船
・内航船員を確保し営業規模を維持
・内航輸送の脱炭素化に伴う商機の獲得

不動産
・オフィスビル投資による安定収益の積み上げ（海外含む）
・バリューアップ案件、木造オフィスなどへの新規取り組み

成長・新規事業

主力事業

安定・成長事業

200億円

300億円
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　新中計に合わせて、海運のカー

ボンニュートラル達成に向けたロ

ードマップを定めた。2050年のカ

ーボンニュートラル達成のため、

将来的には燃焼時に二酸化炭素

（ＣＯ２）が発生しない水素、ア

ンモニアなどの使用を前提とする

が、飯野海運にとってスコープ１

に該当するケミカル船・ドライバ

ルク船・内航ガス船の自主運航船

は中小型の船が多く、現時点で技

術的に次世代燃料エンジンを搭

載できない船が多い。このため、

既存のエンジンで使用できるバイ

オ燃料を早期に取り入れ対応する

方針だ。

　また、同社にとってスコープ３

に該当する定期貸船は、油槽船や

外航ガス船といった主に大型の船

について、積載貨物を燃料とする

ガス船を中心に次世代燃料船への

投資を先行して実行する。同時に、

水素・アンモニアといった将来の

ゼロエミッション燃料船の管理に

向けて運用と管理ノウハウを蓄積、

技術を高めていく。

　燃料転換は、具体的な取り組

みを進めている。同社初の二元燃

料船として19年12月にメタノール

を燃料として使用するメタノール

船“Creole Sun”が竣工し、メタ

ノールの大手荷主であるメタネッ

クスの子会社との長期契約に投入

した。さらにＬＰＧ二元燃料のＶ

ＬＧＣは、昨年２月に川崎重工業

でエクイノール向けの“Calluna 

Gas”が、今年３月には大宇造船

海洋（現ハンファオーシャン）で

ボレアリス向けの“Oceanus Au-

rora”がそれぞれ竣工。また、イ

ネオス向けのＶＬＥＣはエタンの

二元燃料船となる。三井物産向け

のアンモニア運搬船も、アンモニ

ア燃料やＬＰＧ燃料への切り替え

に対応できる船となり、アンモニ

ア燃料レディ船としては契約時点

で邦船社初の取り組みだった。

　大型船を中心にさまざまなガス

体燃料の知見を蓄積しており、そ

れを他船種・船型にも水平展開す

ることで、長年取引のある顧客と

のパートナーシップを強化しなが

らグループ船隊全体の脱炭素を進

める方針だ。次世代燃料船への

投資額は2030年までにスコープ１

で650億円、スコープ３を含めると

1500億円と設定した。

　燃料転換のほか、ローターセイ

ルの導入や、船上ＣＯ２回収・貯

留についても26年以降の技術確立

を見込みＶＬＣＣなどへの導入を

検討する。３月に竣工したボレア

リス向けの “Oceanus Aurora”は

24年にノースパワー社が製造する

風力補助推進装置のローターセイ

ル（円筒帆）の搭載も予定される

環境配慮船になる。

　これら技術的手法のほか、ＡＩ

を活用した運航効率の改善、減

速運航といった運用面の改善で

低炭素化を進める。経済的手法

も活用する。ＥＵ－ＥＴＳ（欧州

の排出権取引制度）が来年１月か

ら海運セクターに適用されること

から、排出枠の購入も含めて対応

していく。

脱炭素へロードマップ策定

ご参考）海事プレスONLINEでの掲載ページ
https://www.kaijipress.com/news/tramper/2023/07/176603/ 
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